
一般会計予算 （単位：千円）

法人全体収入内訳

　前期末支払資金残高

法人全体・拠点区分・サービス区分支出内訳（予備費を除いて計上しています。）

生活福祉資金貸付け､あんしんセンター運営

善意銀行､社会福祉基金

介護保険訪問介護

障がい者訪問介護､同行援護及び移動支援

（単位：千円）

令和４年度

9,500　会費収入

令和３年度

9,500

33,280

　事業収入 4,540 5,690

73,277 73,005
　(市補助金､共同募金配分金等)

　受託金収入 87,402 84,739

　貸付事業収入 1,355

　介護保険事業収入 33,390

勘定科目（収入） 令和４年度

令和３年度

予算額

281,233 271,087

　障害福祉サービス等事業収入

　受取利息配当金収入

　寄付金収入 1,150 1,110

23,427 23,293

2718

1,355

　経常経費補助金収入

38,064

　積立資産取崩収入 3,183 0

　その他の活動による収入 1,509 0

　その他の収入 2,458 1,024

　　合　計　

認知症サポートヘルパー､障がい児･者ふれあい交流､広
報等発行､地域福祉活動計画策定推進

年末たすけあい配分事業 7,008

（単位：千円）

8,786

神奈川県社協受託事業 7,492 7,483

寄付金受配事業 5,769 1,939

小地域活動推進､年末たすけあい援護

法人運営､事務所維持管理､役職員給与等

事業の概要

赤い羽根募金配分事業 9,251 6,521

法人管理事業 78,262 76,107

271,087

比較増減 前年比

3.7%10,146

一般事業

共同募金配分事業

介護報酬等事業

40,024

団体育成､ボランティア講座､ボランティアセンター運営､ひ
とり親家庭援護､罹災者世帯援護､紙おむつ支給､桜まつり
開催（一人暮らし高齢者交流）､法人後見、成年後見等利
用支援､やすらぎサービス､援護資金貸付け、福祉人材育
成、地域づくり推進

伊勢原市受託事業 93,599 89,702

訪問介護事業 24,262 26,378

予算額

281,233

障害者総合支援事業 25,719 26,887

やまどり号運行､ふれあいミニデイ､成年後見・権利擁護推
進センター､地域包括支援センター､老人福祉センター管
理･運営､趣味の教室､ひとり親家庭ヘルパー派遣

会計名 拠点区分 サービス区分 令和４年度予算 令和３年度予算

地域福祉推進事業 20,000 17,704

法人全体

改定版第４次伊勢原市地域福祉活動計画 基本理念

共に支え合い、一人ひとりを大切にするまちづくり

① 住民主体の地域活動の推進
コロナ禍により顕在化した課題や多様化した生活課題に対し、地域住民が主

体となり、地域特有の課題解決に向けた取組を推進するために、改めて地域内

の人と人との交流の促進に努め、多様な人材の地域活動への参加を推進し、地

域力の向上に努めます。

② 福祉人材の育成
介護人材不足に対応する取組として、引き続き介護職員初任者研修を開催し、

当該福祉サービスを担う人材の育成に努めます。

また、育成した人材の就業を支援するため、一定要件を満たす方に受講料の

一部を助成します。

④ 第５次地域福祉活動計画の策定
第４次地域福祉活動計画の計画期間終了に伴い、令和３年度に実施した市民

アンケート調査や団体ヒアリングなどの結果を踏まえ、市民の参画により令和

５年度から令和９年度を計画期間とする第５次地域福祉活動計画の策定作業を

行います。

③ 成年後見・権利擁護の推進
新たな人材の育成のため、第３期市民後見人養成研修（実践・実務）を実施

するとともに、市から受託している成年後見・権利擁護推進センターの機能充

実を図り中核機関と位置づけ、成年後見制度の利用促進に努めます。

⑤ 組織の基盤強化と自主財源の確保
複雑、多様化する地域課題に対応するため、適切な人員配置による事業推進

及び包括的な支援体制の構築及び事務局体制の強化に努めます。

また、引き続き地域住民、関係機関、関係団体等との連携強化に努めるとと

もに、地域福祉の普及・啓発及び自主財源の確保に向けて、役職員一丸となっ

て取り組みます。

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中で、市民生活や社会活動においては、依然として様々な制限が課せられ、地域活動におい

ても自粛や事業の縮小等を余儀なくされる状況が続いています。

このような中で、学びの機会や地域活動が減少したことによるボランティアのモチベーションの低下や担い手の減少、活動の縮小等に伴う

外出や交流機会の減少、収入の減少に伴う生活困窮、社会的孤立の進行に伴う児童虐待やＤＶ、家族介護者の負担の増加等、コロナ禍により

顕在化した課題があります。

これらの課題や地域に潜在化している課題を解決していくためには、様々な生活の変化に住民が気づき、地域の課題として捉え、専門職と

連携・協働しながら解決に向けて積極的に参加、協力していく仕組みが必要です。

本会としては、これまで培ってきたネットワークを最大限に活かし、地域住民の参加、協力の下、自治会、民生委員児童委員協議会、ボラ

ンティア、福祉事業者等、様々な団体等と協働し、世代や分野を超えてつながる地域共生社会の実現に向けて、「人と人がつながる」地域社

会づくりを推進します。


